第１号様式
入札参加資格審査申請書
令和　　年　　月　　日　
　（あて先）　三　条　市　長　
                                  郵便番号　〒　　　－　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
フリガナ
商号又は名称
氏名(代表者氏名)      　　　　                     
電話番号
ＦＡＸ番号

　第22回三条市美術展会場構成等業務委託に係る一般競争入札及び指名競争入札に参加する資格の審査を申請します。

　なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

記

１　営業概要　　第１号様式　別紙１のとおり

２　営業の沿革、契約実績一覧表　第１号様式　別紙２のとおり

	申請書記載担当者
	氏　名
	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	


第１号様式　別紙１

営　　　　業　　　　概　　　　要
	営業所

	名　　　称
	代表者氏名
	郵便番号
	所在地
	電話番号
	ＦＡＸ番号

	
	
	
	
	
	

	メールアドレス
	

	主な取扱品名

	　



	常勤職員数
	技術関係職員
	事務関係職員
	その他の職員
	合計

	
	         人
	         人
	          人
	     　　　　人

  （       人）

	委任先の情報（営業所や支店等に委任される場合のみ記入すること。）

	名　　　称
	代表者氏名
	郵便番号
	所在地
	電話番号
	ＦＡＸ番号

	
	
	
	
	
	

	メールアドレス
	


第１号様式　別紙２

営業の沿革
	    　　　 創　　　　　　　　　　　業
	　　　　年　　月　　日

	創業後の沿革
	
	        年　　月　　日

	
	
	        年　　月　　日

	
	
	        年　　月　　日

	
	
	        年　　月　　日

	
	
	        年　　月　　日

	
	
	        年　　月　　日

	
	
	        年　　月　　日

	
	
	        年　　月　　日


     注　「創業後の沿革」欄には、組織の変更、合併、分割、営業の休止、営業の再

　　　　開又は商号若しくは名称の変更を記載すること。

契約実績一覧表
	       　　　　　　　営業年度及び

契約状況

　契約先及び事業名
	事業規模

（出品点数）
	令和　　年　月　日から

令和　　年　月　日まで

	
	
	　　　契約金額(千円)

	
	　　点
	

	
	点
	

	
	点
	

	
	点
	

	
	点
	


 注　過去３年間に、同規模以上（展示数300点程度）の官公庁等主催の美術展・展覧会等の同種業務実績の契約高で主たるものを記載すること。

別紙１

委　任　状
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

                                    （受任者）住　所

                                              商　号

                                              職氏名

　私は、上記の者を代理人と定め、下記により事務を処理する権限を委任いたします。

  令和　　年　　月　　日

                                    （委任者）住　所

                                              商　号

                                            　職氏名                   　　（印）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　自署又は記名・押印
 １　委任事項

     第22回三条市美術展会場構成等業務委託における入札、見積、契約の締結、納品、代金の請求及び領収並びに復代理人の選任に関する一切の事務

 ２　委任期間

       令和　　年　　月　　日から

       令和　　年　　月　　日まで

別紙２

暴力団等の排除に関する誓約書

令和　 年 　月 　日

　三条市長　様

所在地

　商号又は名称

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　

私は、次の事項について、いずれにも該当しないことを誓約いたします。

また、次の事項に該当することとなった場合には、速やかに届け出るとともに、入札参加資格の取り消しなど、三条市の行う一切の措置について異議申し立てを行いません。

１　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）が経営に実質的に関与していると認められる者。

２　自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用していると認められる者。　

３　暴力団員と認められる者。

４　暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与していると認められる者。

５　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる者。

６　法人にあっては、その役員（その支店又は営業所の代表者を含む。７において同じ。）が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用していると認められるもの。

７　法人にあっては、その役員のうちに３から５までのいずれかに該当する者があるもの。

